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警備業法第2条（警備業の定義）
この法律において「警備業務」とは、次の各号のいずれかに該当する業務であって、他人の需要に応じて行うものをいう。

第1号
 事務所、自宅、興行場、駐車場、遊園地等（以下「警備対象施設」という。）における盗難等の自己の発生を警戒し、防止する業務

第2号
人若しくは車両の雑踏する場所又はこれらの通行に危険のある場所における負傷等の事故の発生を警戒し、防止する業務

第3号
運搬中の現金、貴金属、美術品等に係る盗難等の事故の発生を警戒し、防止する業務

第4号
人の身体に対する危害の発生を、その身辺において警戒し、防止する業務


2 「警備業」とは、警備業務を行なう営業をいう。
3 「警備業者」とは、第4条の認定を受けて警備業を営む者をいう。
4 「警備員」とは、警備業者の使用人その他の従業者で警備業務に従事するものをいう。
5 「機械警備業務」とは、警備業務用機械装置(警備業務対象施設に設置する機器により感知した盗難等の事故の発生に 関する情報を当該警備業務対象施設以外の施設に設置する機器に送信し、及び受信するための装置で内閣府令で定めるものをいう。)を使用して行う第1項第1号の警備業務をいう。
6 「機械警備業」とは、機械警備業務を行う警備業 をいう。








警備業法第14条（警備員の制限）
一 破産者で復権を得ないもの

二　禁錮以上の刑に処せられ、又はこの法律の規定に違反して罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなった日から起算して5年を経過しない者

三　最近5年間に、この法律の規定、この法律に基づく命令の規定若しくは処分に違反し、又は警備業務に関し他の法令の規定に違反する重大な不正行為で国家公安委員会規則で定めるものを違反した者

四　集団的に又は常習的に暴力的不法行為その他の罪に当たる違法な行為で国家公安委員会規則で定めるものを行うおそれがあると認めるに足りる相当な理由がある者

五 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律 第12条若しくは第12条の6の規定による命令又は同法第12 条の4第2項の規定による指示を受けた者であって、当該命令又は 指示を受けた日から起算して3年を経過しないもの

六 アルコール、麻薬、大麻、あへん又は覚醒剤の中毒者

七 心身の障害により警備業務を適正に行うことができない者として 国家公安委員会規則で定めるもの


警備員の仕事というのは、他人の生命、身体、財産等を守るという業務に直接携わり、場合によっては瞬時に適切な判断を行い、責任感をもって業務をこなす能力が必要とされます。また業務の性質上、 他人の権利や自由を侵害するおそれのある場面に遭遇する可能性が非常に高いです。

また信頼できる人材であるということも最低限の条件として挙げられます。

通常の判断力、自制力及び常識のない者には、適正な警備業務の 実施は期待できないと考えられるので、このような者が警備員となることを禁止し、不適格者を警備員から排除するための最低条件をこの条文で設定しています。



警備業法第15条（警備業務実施の基本原則）
警備業者及び警備員は、 警備業務を行うに当たっては、 この法律により特別に権限を与えられているものでないことに留意するとともに、他人の権利及び自由を侵害し、 又は個人若しくは団体の正当な活動に干渉してはならない。

この15条は警備の仕事というのは、公共の安全と秩序の維持に当たる警察の仕事とは根本的に別物であるということを言っています。
警備員の仕事というのは、 あくまでも、私人のいわゆる管理権等の範囲内で行われる必要があることが大前提です

・警備の仕事をする上で次の事柄に留意する必要があります。
 
①警備業務対象施設内等において、不審な人物を発見した場合は、施設管理権等に基づき、私人として許される範囲内で質問等を行えるだけであって、警察官職務執行法第2条に定める職務質問のような特別な権限はない。
 
②現行犯人を逮捕した場合には、直ちに警察官等に引き渡さなければならず(刑事訴訟法第214条)、取り調べ類似行為を行うことはできない。

③誘導現場において、警備員の行う交通誘導警備業務は、人や車両の危険を防止するため、通行者の協力を得て行う任意のものであって、道路交通法の規定によって警察官等が行う交通整理のような強制力はない。

④業務を行うに当たっては、法令で保護されている他人の権利及び自由を侵害すること、また、明白な権利、 自由の侵害でなくても労働争議等、正当な活動に不当な影響を及ばさない。

警備業法15条違反となる具体的な例
工事現場等で道路交通法を無視した誘導を行うこと

違法駐車をした者に対し、長時間の説教をし、又は始末書の提出を求めること。
 
窃盗犯人を現行犯逮捕して、所持品、身元等について調べること。

警備業法第16条（服装）
警備業者及び警備員は、警備業務を行うに当たっては、内閣府令で定める公務員の法令に基づいて定められた制服と、色、型式又は標章により、明確に識別することができる服装を用いなければならない。


警備業法第17条（護身用具）
警備業者及び警備員が警備業務を行うに当たって携帯する護身用具については、公安委員会は、公共の安全を維持するため必要があると認めるときは、都道府県公安委員会規則を定めて、警備業者及び警備員に対して、その携帯を禁止し、又は制限することができる。
























憲法と警備
憲法第11条(基本的人権の享有)
国民は、すべての基本的人権の享有を妨げられない。この憲法が国民に保障する基本的人権は、侵すことのできない永久の権利として、現在及び将来の国民に与えられる。

警備業務の実施の過程において、人の生命、身体、財産等を守るために 警備員の有形、無形の影響力が行使されることになります。
したがって、警備業務は、他人の権利、自由を侵害する等の行き過ぎや不当な行為を伴いやすいという側面を有しています。

「基本的人権」とは、抽象的には人間が生まれながらにして持っていると考えられる権利、人間が人間として生活していくうえにおいて、当然認められるべき基本的権利のこと。
憲法は、本条において、基本的人権の保障を一般的に宣言するとともに、その固有普遍性と永久不可侵性という性格を明らかにしている。

「固有普遍性」とは、基本的人権は、人間として当然の天賦生来の権利であって、だれでも等しく享有する普遍的なものであるということです。

「永久不可侵性」とは、基本的人権は、現在の国民ばかりでなく、将来の国民も等しく享有するもので、将来永久に侵されることがないという意味です。

・表現の自由
憲法第21条第1項「集会、結社及び言論、出版その他一切の表現の自由は、これを保障する。」

・人身の自由
憲法第31条「何人も、法律の定める手続によらなければ、その生命若 しくは自由を奪はれ、又はその他の刑罰を科せられない。」

・不法の住居侵入、捜索及び押収を受けない自由
憲法第35条第1項「何人も、その住居、書類及び所持品について、侵入、捜索及び押収を受けることのない権利は、第33条の場合を除いては、 正当な理由に基づいて発せられ、且つ捜索する場所及び押収する物を明示する令状がなければ、侵されない。」

・児童の保護　　・勤労者の団結及び団体行動権
刑法第36条 (正当防衛)
急迫不正の侵害に対して、自己又は他人の権利を防衛するため、やむを得ずにした行為は、罰しない。
・防衛の程度を超えた行為は、情状により、その刑を減軽し、又は免除することができる。

急迫不正の侵害に対して、自己又は他人の権利を防衛するため、やむを得ない場合には、
実力をもってかかる侵害を排除することができることを規定したのが本条です。
この実力行使を「正当防衛」 という。

正当防衛の要件は防衛手段として社会通念上、相当と認められることを要します。例えば、万引きをした者に対して警戒棒で打撃を加える等の行為は、相当な手段の範囲を逸脱したものであり、正当防衛にならない。
このように、正当防衛として相当な程度を超えた 実力行使は、「過剰防衛」として罰せられ、情状によりその刑が減軽又は免除されるに過ぎない。

刑法第37条 (緊急避難)
自己又は他人の生命、身体、自由又は財産に対する現在の危難を避けるため、やむを得ずにした行為は、これによって生じた害が避けようとした害の程度を超えなかった場合に限り、罰しない。ただし、 その程度を超えた行為は、情状により、その刑を減軽し、又は免除することができる。
前項の規定は、業務上特別の義務がある者には、適用しない。

危難の原因となっている侵害は不正なものに限らず、他人の違法でない行為や人の行為でない自然現象などによって「現在の危難」が生じ、その危難を避けるための避難行為が、第三者の権利を侵害したときが対象となります。

緊急避難の要件に当てはまる場合でも、業務の性質上、危難に立ち向かうべき義務のある者は、一般人と同じように緊急避難行為をすることは許されない。
また、他人の需要に応じて、人の生命、身体、財産等を守る職務上の義務を有する警備員は、たとえ、自己の生命、身体等を守るためであっても、第三者の権利を侵害してはならない。

社会通念上、危難の内容、程度がその義務を超えていると認められる場合には、適用を認められる場合もある。

刑事訴訟法第212条（現行犯人）
現に罪を行い、又は現に罪を行い終った者を現行犯人とする。

次項にあたる者が、罪を行い終ってから間がないと明らかに認められるときは、これを現行犯人とみなす。

一 犯人として追呼されているとき。

二 明らかに犯罪の用に供したと思われる兇器その他の物を所持しているとき。

三 身体又は被服に犯罪の顕著な証跡があるとき。

四 誰何されて逃走しようとするとき。

刑事訴訟法213条（現行犯逮捕）
現行犯人は、何人でも、逮捕状なくしてこれを逮捕することができる。

現行犯人及び準現行犯人については、その者が犯罪を行いつつあること、 又は犯罪を行い終ったことが明確に認められ、かつ、その場で逮捕しなければ被害の拡大又は罪証の隠滅若しくは逃亡のおそれがあるため、逮捕状 請求等の手続きを要せず、だれでもこれを逮捕できることにしたものです。

逮捕に際しては、当然ある程度の実力行使が許されるが、その実力行使には限界があり、
犯人の挙動その他、その場における具体的状況に応じた、社会通念上、妥当な範囲内のものである必要があります。

準現行犯人・・・本条第2項のいずれかに該当する場合で、かつ、 罪を行い終ってから間がないと明らかに認められる者。

逮捕・・・人の身体を直接に束縛して自由を拘束すること。

罪・・・特定の罪(例えば、窃盗、傷害等)を指す。したがって、 単なる「不審者」であって、何らかの犯罪を犯している疑いがあるだけでは不十分であり、現行犯人とは言えない。
